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令和６年１２月市議会定例会 

令和６年１１月１８日（月）午前１０時から 

市長記者会見資料（要旨） 

 

１ あいさつ 

提案議案 合計   １８件  

条例案    ２件（一部改正２件） 

予算案    ６件（一般会計１件、特別会計３件、企業会計２件） 

事件決議案  ９件 

報告案件   １件 

 

２ 条例案について 

（１）上田市福祉医療費給付金条例中一部改正について 

ひとり親世帯等の生活の安定を図るため、児童扶養手当法施行令及び特別児童扶養

手当等の支給に関する法律施行令が改正され、児童扶養手当及び特別児童扶養手当

の受給資格者等の所得基準額が引き上げられるとともに、条例において所得基準額

を引用する当該施行令の条文の項ずれが生じたことから所要の改正を行うものです。 

 

（２）上田市水道条例等中一部改正について 

上下水道審議会の答申を踏まえ、令和７年度から令和１０年度までの上下水道料金

を改定するため、所要の改正を行うものです。 

 

３ 予算について 

（１）１２月補正予算の概要について 

ア 予算規模等について 

①  一般会計 

第５号補正 

９月補正予算編成以降に必要が生じた諸事業についての関係経費の計上 

予算規模 ６億９，８３３万円余 

今回の補正予算により一般会計の予算規模は７６５億９，６６７万円余となりました。 

これは、前年同期の予算額と比較して０．３％の増となっています。 

（前年同期の合計額      ７６３億７，４７３万円余） 
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②  特別会計 

国民健康保険事業特別会計、後期高齢者医療事業特別会計、介護保険事業特別会計に 

おける補正 

補正後の特別会計全体の予算規模は３５１億６，２７５万円余となりました。 

これは、前年同期の予算額と比較して０．１％の増となっています。 

（前年同期の合計額      ３５１億３，０３７万円余） 

 

③ 企業会計 

水道事業会計、公共下水道事業会計における補正 

補正後の企業会計全体の予算規模は１９５億６，８８２万円となりました。 

これは、前年同期の予算額と比較して７．６％の増となっています。 

（前年同期の合計額      １８１億８，５８１万円） 

 

イ 補正予算の特徴について 

第５号補正 

① ９月補正予算編成以降に必要が生じた諸事業 

食料支援臨時事業、紙おむつリサイクル実証事業補助金、森林ＣＯ２吸収量認証制

度推進事業、路線バス運行継続支援事業 など 

② 債務負担行為 

(仮称)市民ＩＣＴ支援センター整備・運営事業、武石温泉うつくしの湯整備事業、

第五中学校改築事業 など 

 

４ 事件決議案について 

（１）第五中学校改築事業校舎棟建設建築主体工事請負変更契約の締結について 

第五中学校改築事業校舎棟建設建築主体工事の請負変更契約を締結することについ

て、議会の議決を求めるものです。 

 

（２）公有財産の無償譲渡について 

旧上田市地域活動支援センターを特定非営利活動法人わっこ自立福祉会へ無償譲渡

することについて、議決を求めるものです。 
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（３）上田市土地開発公社保有土地の取得について 

上田市土地開発公社から、当該公社の保有土地を取得することについて、議決を求め

るものです。 

 

（４）上田市技術研修センター等の指定管理者の指定について 

「上田市技術研修センター」など合計５施設について、令和７年４月１日からの指定

管理者の指定の議決を求めるものです。 

 

（５）上田市真田独居高齢者用集合住宅等の指定管理者の指定について 

「上田市真田独居高齢者用集合住宅」など合計３１施設について、令和７年４月１日

からの指定管理者の指定の議決を求めるものです。 

 

（６）上田駅お城口自動車駐車場等の指定管理者の指定について 

「上田駅お城口自動車駐車場」など合計６施設について、令和７年４月１日からの指

定管理者の指定の議決を求めるものです。 

 

（７）市道路線の認定について 

上田原１３４号線など  合計９路線／延長 ７９３．８ｍ 

 

（８）市道路線の廃止について 

三反田１３号線  １路線／延長 ４３．３ｍ 

 

（９）市道路線の変更について 

五加３５号線など 

  変更前 ： 合計３路線／延長 ５７１．９ｍ 

  変更後 ： 合計３路線／延長 ４５１．０ｍ（１２０．９ｍ減） 

 

５ 報告案件について 

（１）専決処分した令和６年度上田市一般会計補正予算第４号の承認について 

１０月２７日執行、第５０回衆議院議員総選挙 及び 第２６回最高裁判所裁判官 

国民審査の執行経費について、去る１０月３日に専決処分したことを報告するもの

です。 


